
Ⅰ　問題設定

　「退屈（boredom）」は，日常的に誰もが経験
したことのある心理状態である（Mikulas & 
Vodanovich, 1993; van Hooft & van Hooff, 
2018）。とりわけ就労場面は退屈の生じやすい
典型的な文脈であり，退屈は従業員の注意力や
判断力を低下させ，業務過誤や非倫理的行動を
引き起こす職場リスク要因の一つである（Tam 
et al., 2021; Spanouli & Dalal, 2023）。このよう
な性質から，20世紀前半の経営学の黎明期にお
いても，従業員の退屈をいかに抑制するかとい
う問題は経営研究者・実務家から高い関心を集
め て い た（Fenichel, 1951; Munsterberg, 1913; 
Wyatt et al., 1937）。
　しかし，20世紀後半の経営学において従業員
の退屈は「忘れられた感情（neglected emotion）」
となった（Fisher, 1993, 2018）。1970年代以降，
従業員個人の自律性や自己決定性を重視する理
論群1）が隆盛し，研究者や実務家の関心はそれ
らの理論に移行していった。この潮流の中で，
従業員の退屈は企業の組織的・構造的課題とし
てではなく，主体性や内発的動機付けの欠如に
起因する個人の問題として位置付けられるよう
になった。その結果，職場問題としての従業員
の退屈は依然として存在していたにもかかわら
ず，退屈固有の問題に対する学術的関心は低下
し，研究は停滞した。
　ただし，この状況は2010年代以降に大きな転

機を迎え，退屈は再び経営学的関心を集める対
象となる。組織行動論や産業・組織心理学分野
において，従業員の退屈を中心的テーマとして
扱う研究が相次いで報告されるようになった
のである（Cummings et al., 2016; Mael & Jex, 
2015; Schott & Fischer 2023; Sousa & Neves, 
2021; Tam et al., 2021; Toscanelli et al., 2023; 
Westgate & Wilson, 2018）。この再注目の背景
には，仕事のデジタル化，企業の抱える倫理的
リスク，企業目標としての従業員ウェルビーイ
ングへの関心の高まりという三つの社会的変化
がある。
　第一に，近年の急速な情報技術やデジタル
メディアの発展は，仕事の効率を劇的に高めた。
一方で，多くの職務において機械やプログラ
ムの動作を監視する業務の割合が増大し，仕
事の単調化が進んでいる（Cummings et al., 
2016）。その結果，変化の乏しい作業に意味や
目的意識を失った従業員は，日常的に退屈を
強く，頻繁に経験するようになった（Bhowmik, 
2025; Cummings et al., 2016）。このような退
屈の経験は，かつて単純作業に従事する工場労
働者や事務作業者など特定の職種に限定され
た問題と考えられてきた。しかし，仕事のデ
ジタル化は知識労働を含む幅広い職種に浸透
し，業務の自動化・標準化はあらゆる業界で推
進されている。すなわち，現代の職場において
退屈の問題は，もはや特定の社会や業界，組織，
職種に限られない普遍的な職場問題となった

（Harju et al. 2014; van Hooft & van Hooff, 
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1 ）	 職務設計理論（Hackman & Oldham, 1975）や自己決定理論（Deci & Ryan, 1985），X-Y 理論（McGregor, 

1960）などがそれにあたる。
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2018）2）。
　第二に，SNSや内部告発制度の発達を背景と
して，企業活動における従業員の安全行動や倫
理的行動に対する社会的監視と説明責任への要
求が高まっている（Xiao et al., 2021）。現代の
ビジネス環境において，従業員の不注意な行動
や倫理的逸脱は SNS等を通じて即座に拡散し，
企業の評判や信頼を損なう重大なリスク要因と
なる。このような状況の下で，従業員の注意力
や倫理的判断力を低下させ，ヒューマンエラー
や安全違反を増加させる要因として退屈は再び
注目を集めている（Kilic et al., 2020; Kim et al., 
2023; Spanouli et al., 2023; Steinberger et al., 
2017）。
　第三に，従業員のウェルビーイングや精神的
健康，働きがいに対する企業の責任意識の高ま
りも重要な変化である（ISO 45003, 2021; OECD, 
2021）。近年では，ウェルビーイングや働きが
いは企業の持続可能性を評価する主要な指標と
され，経営者や投資家から強い関心が寄せられ
ている。このような社会的潮流の中で，刺激や
やりがいの乏しい仕事から生じる退屈は，従業
員のモチベーションを低下させるだけでなく，
抑うつや倦怠感の高まりといったメンタルヘル
スの悪化にもつながることからも問題視される

（Gkorezis et al., 2017; Harju et al., 2016; van 

Hooff & van Hooft, 2014）。近年ではこうした
退屈に起因する心理的疲弊は「ボアアウト（bore-
out: Rothlin & Werder, 2007）」と呼ばれ，過
剰な仕事量やストレスから生じる「バーンアウ
ト（burn-out: 燃え尽き症候群）」と並ぶ重大な
職場問題として認識されつつある3）4）。
　ただし，こうした社会的潮流の広がりにもか
かわらず，日本における従業員の仕事中の退屈
に関する研究は依然として乏しい（例外的に，河
田，2023; Kawada et al., 2022, 2023; 八尋，2025）。
この空白は，海外で進展する退屈研究の潮流と
日本の学術的・実務的関心との間に存在する
ギャップを示している。本稿の目的は，この
ギャップがなぜ生じたのかを検討し，日本にお
ける将来研究の方向性を提示することである。
この目的のために，まず海外における主要な先
行研究を整理し，退屈研究の全体像を概観する。
そのうえで，なぜ日本において退屈に関する職
場研究が発展しなかったのか，その背景を考察
し，今後の発展が見込まれる論点を提示する。
　なお，本稿は文献レビューにあたって定量的
なシステマティック・レビューやメタ分析では
なく，定性的なナラティブ・レビューの方法に
基づく。これは，本稿の中心的な目的が日本に
おける退屈研究の将来展望を提示することであ
り，この目的に最も適した方法がナラティブ・

─────────────────────────────────
2 ）	 業界横断的な調査の例としては，フィンランドでの調査（Harju et al. 2014）がある。この調査では87組織

11,468人を対象に質問票調査を実施し，幅広い業界で従業員が仕事中に退屈を経験していること，特に男性，36
歳未満，運輸・製造・芸術・娯楽業の従業員が退屈を経験しやすいことが確認された。

3 ）	 たとえば，ユニリーバ社は従業員が単調で固定的，学習機会の少ない仕事に埋もれて若手従業員や定年従業員
がモチベーションや仕事のやりがいを喪失していることに注目し，意味のある働き方を目指した制度改革を行っ
ている（Unileaver & WIRED Consulting, 2023）。職務設計やキャリアの柔軟性を最大限高め，スキルの習得と
可視化を徹底することで従業員のモチベーション向上と人材の有効活用を両立している。また，急速な自動化・
デジタル化によって従業員のスキル陳腐化とモチベーションの低下が生じていた Amazon 社は，2019年に7億ド
ルを投じ，「Upskilling 2025」プログラムと呼ばれる教育プログラムを実行した（Thorbecke, 2019）。このプログ
ラムでは米国の Amazon 従業員10万人に対して複数のリスキリングプログラムが無料で提供された。このプロ
グラムを通じて，多くの従業員が開発職や高需要の資格職への転職を達成した。これらの企業の取り組みは直接
的に「退屈」を減少させることを明言しているわけではないが，業務の単調化やデジタル化によって生じる従業
員の停滞感に対する問題意識を読み取ることができる。

4 ）	 興味深いことに，退屈とバーンアウトの間に正の相関があることを指摘する研究もある（Harju et al., 2022）。
彼らによれば，退屈とバーンアウトは仕事の量に対しては正反対の関係をもつ一方で，仕事の官僚主義（red-
tape）に対しては同様に正の関係がある。したがって，退屈とバーンアウトは相反する状態というわけではなく，
相互に強め合う関係が存在する可能性もある。また，Harju らは別の研究（Harju et al., 2023）の中で，退屈と疲
弊（exhausted）が必ずしも相反する状態ではないことも検証している。
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レビューであると判断したためである。近年，
退屈研究の全体像を把握するためのシステマ
ティック・レビューやメタ分析はすでに複数報
告されており（例：Mael & Jex, 2015; Tam et al., 
2021; Westgate & Wilson, 2018），同様の作業
を繰り返すことには学術的新奇性が乏しい。ま
た，退屈研究は海外に比べ日本では未発達であ
り，定量的分析を行うほどの蓄積がないという
現状もある。筆者は海外の主要学術誌に掲載さ
れた経営学・産業組織心理学領域の研究を広範
に渉猟したものの，レビュー対象の選定や網羅
性には一定の限界がある。

Ⅱ　 退屈とはいかなる概念か

　多くの人にとって「退屈」は日常的に経験さ
れるものである。他方，その性質は多面的であ
り，心理概念として捉えることは容易ではない。
とはいえ，近年の代表的なレビュー（Mael & 
Jex, 2015; Tam et al., 2021; Westgate & Wi
lson, 2018）によれば，研究者の間では退屈概念
をめぐって一定の共通理解が形成されつつある。
本節では，その中で最も広く用いられている区
分として，「状態（state）」としての退屈と個人
の「傾向（trait/proneness）」としての退屈の2
つについて，その見解を整理していく。

2-1　状態としての退屈

　退屈は，一般に活動中に生じる不快な感情状
態として広く認識されている（Fisher, 1993; Go
etz et al., 2014; Mikulas & Vodanovich, 1993; 
O’Hanlon, 1981; Pekrun et al., 2010）。ただし，
退屈には他の不快感情と異なり，活動を行う環
境から十分な刺激が得られないことで生じると
いう独自の特徴がある。怒りや不安といった多
くの不快感情が外的な環境からの刺激の強さと
ともに高まるのに対し，退屈は刺激の欠如に
よって強まる。
　特筆すべきは，刺激が不足した状態は，しば
しばネガティブな刺激を受ける場合よりも耐え

がたい場合があるという点である。実際，退屈
を感じた個人は，その状況から逃れようとして
自傷的行為に及ぶことさえある。複数の実験研
究では，退屈な環境で一定時間を過ごした参加
者は，中立的な環境に置かれた参加者よりも
チョコレートを多く摂取したり，自らに電気
ショックを与えようとする傾向が確認されてい
る（Bench & Lench, 2019; Havermans et al., 
2015; Nederkoorn et al., 2016; Wilson et al., 
2014）。特に Nederkoorn et al.（2016）の研究で
は，退屈を経験した参加者が中立条件だけでな
く悲しみの条件よりも多くの電気ショックを選
択したことが報告されている。この結果は，退
屈が悲しみ以上に人が回避したい感情状態であ
る可能性を示唆している。
　退屈がもつこれらの特徴は，退屈という感情
が単なる不快体験ではなく，行動制御の機能を
果たす感情であることを示唆している（Bench 
& Lench, 2013; Danckert & Elpidorou, 2023; 
Elpidorou, 2018）。すなわち，人は退屈を感じ
ることで，自分が現在の活動に集中できていな
いことや，その活動に意味を見出していないこ
とを自覚できる。実際，退屈の経験は個人に対
して現状への執着を断ち切り，新たな活動探索
を促すことが報告されている（Elpidrou, 2018; 
Geana et al. 2016; van Tilburg et al., 2017）。一
方で，短期的快楽の追求やリスク志向的行動

（Kapoor et al., 2015; Mercer & Eastwood, 
2010），攻撃的・破壊的な行動（Pfattheicher et 
al., 2020; Wolff et al. 2020）を動機づけるなど，
退屈は逸脱的・反社会的行動の温床にもなりう
る。このような二面的反応は，いずれも退屈が
現状改善を強く動機づける感情であることを示
している。
　このとき経営学的に見れば，退屈には単に抑
制すべき感情以上の位置づけを与えることがで
きる。退屈は，適切な変化のタイミングを知ら
せる指標であり，適切なマネジメントを行えば
新しい活動への適応やモチベーション向上を促
す資源ともなりうる。
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　感情状態としての退屈を測定するための主要
な尺度として，近年では複数の信頼性の高い指
標が開発されている。従来の研究では退屈の測
定尺度が統一されていなかったが，近年，Fa
hlman et al.（2013）によって多面的構造をもつ 
Multidimensional State Boredom Scale（MSBS）が，ま
た Reijseger et al.（2013）によって職場文脈に
特化した Dutch Boredom Scale（DUBS）が開
発され，現在では広く用いられている。
　Multidimensional State Boredom Scale（MSBS）は，
日常的文脈における退屈状態を測定する尺度で
ある。この尺度は，次の五つの下位因子から構
成されている：①関与の低下（disengagement），
②高覚醒（high arousal），③低覚醒（low arou
sal），④不注意（inattention），⑤時間知覚（time 
perception）。Fahlman et al.（2013）によれば，
MSBSの得点は傾向的退屈，抑うつ，不安，怒り，
不注意，衝動性，神経症傾向などと正の相関を
示し，人生満足度や目的意識とは負の相関を示
すことが確認されている。
　MSBSにおいて，退屈が現在の活動に対する
関与の低下や低覚醒，不注意と関連するのは自
然な結果といえる。注目すべきは，退屈の下位
構造において「高覚醒」と「低覚醒」という相
反する状態が同一尺度内で併存している点であ
る。これは，退屈が一方で無気力・倦怠・エネ
ルギーの低下といった低覚醒状態を特徴とし，
他方で落ち着きのなさや焦燥感といった高覚醒
状態も同時に含む複合的な感情であることを示
している。また，「時間知覚」の因子は，退屈
している人が時間の経過を実際よりも遅く感じ
る主観的な時間感覚の変化を反映していると考
えられる。
　Dutch Boredom Scale（DUBS）は，職場文脈にお
ける退屈状態を測定するために開発された尺度
である。MSBSに比べて項目数は少ない（6項
目）ながら，時間感覚の歪み，退屈感，落ち着
きのなさ，白昼夢，仕事無関係行動といった広
範な情動的・認知的・行動的反応を通じて仕事
中の退屈を包括的に捉えることができる。

Reijseger et al.（2013）によれば，DUBSは高い
信頼性をもち，同尺度によって測定された退屈
はバーンアウトやワーク・エンゲージメントと
明確に区別されることが確認されている。さら
に，DUBSの得点は低い仕事要求や低資源との
正の相関を示し，職務満足・組織コミットメン
トとは負の相関を，離職意図とは正の相関を示
すなど，職場における退屈の先行要因・後続要
因との関連が実証されている。

2-2　パーソナリティ概念としての退屈

　退屈を状況依存的な感情状態（state）として
理解する立場は，多くの研究者に広く受け入れ
られてきた。しかし，同じ状況に置かれた個人
の間でも退屈経験に大きな差が生じることを，
この立場だけでは十分に説明できない。この限
界を克服するため，一部の研究者は退屈を一時
的な感情状態にとどまらず，比較的安定した心
理的傾向やパーソナリティ特性として捉える必
要があると指摘している（Farmer & Sundberg, 
1986; Hill & Perkins, 1985; Tam et al., 2021）。
このような退屈傾向あるいは退屈特性（bore
dom proneness）の高い人は，物事に意味や興
味を見出したり，注意を維持したりすることが
難しく，その結果として活動への満足や関与が
低下しやすい。
　近年のレビュー（Tam et al., 2021; Westgate 
& Wilson, 2018）の中では，個人の傾向として
の退屈と状態としての退屈を統合的に検討する
重要性がしばしば指摘される。すなわち，この
現象をより精緻に理解するためには，一時的な
感情状態（state）と，個人の持続的特性（trait/
proneness）の双方を考慮した分析枠組みが必
要とされている。しかし，両者を同時に取り上
げた研究は依然として少なく，退屈傾向が状態
的退屈の頻度や強度に与える影響，あるいは状
態的退屈とそのアウトカムとの関係をどのよう
に調整するのかについては，まだ限定的な知見
しか得られていない。
　退屈傾向は，主に①退屈を感じる頻度（fre
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quency of boredom），②退屈の強さ（intensity 
of boredom），③人生全体を退屈だと感じる認
知（perceived life boredom）の三つの側面から
構成される（Tam et al., 2021）。特に，③の「人
生全体が退屈である」という認知は，職場など
特定の文脈を超えた包括的な人生観であり，
ウェルビーイングや自己統制感（agency）との
関連が強い（Dadzie et al., 2024）。Dadzie et al., 

（2024）によれば，退屈傾向の高い人は，自ら
の状況をコントロールできていないと感じやす
く，そのことが退屈経験をさらに強化する悪循
環を生むこともある。
　また，個人の退屈傾向は，精神的健康やリス
ク行動に長期的な影響を及ぼすことが多くの研
究で報告されている。第一に，退屈傾向は活動
に伴う心理的苦痛や生活満足度の低下を媒介し
て，抑うつ，不安，ストレス反応などのメンタ
ルヘルスリスクを高める（Lee et al., 2019; Tam 
et al., 2021）。第二に，退屈傾向の高い人は強
い刺激を求めるよう動機づけられる傾向があり，
その結果，ギャンブル，アルコール乱用，過食
などの衝動的・リスクテイク行動を取りやすい

（Biolcati et al., 2018; Isacescu et al., 2017; Kilic 
et al., 2020）。
　個人の退屈傾向は，経営学的観点からも重要
な含意をもつ。退屈傾向の高い従業員は，同一
の職務環境においても他の従業員より退屈を強
く感じやすく，その結果，注意力の低下や逸脱
的行動に陥るリスクが高まる（Watt et al., 2010; 
Yakobi et al., 2021）。また，単調な業務や形式
的な会議は，こうした従業員にとってより強い
不満や離脱感を喚起し，生産性の低下や組織規
範からの逸脱を引き起こす可能性がある。この
ように，個人の退屈傾向を理解することは，職
務設計やタスク配分，人材配置，さらにはメン
タルヘルス対策といった組織・職場における人
材マネジメントにおいて有用な視点を提供する

（後述）。
　個人の傾向としての退屈，すなわち日常的に
どの程度退屈を感じやすいかを測定するための
代表的な尺度がいくつか開発されている。その
うち最も広く用いられてきたのが，Farmer ＆ 
Sundberg（1986）によって作成された Boredom 

Proneness Scale（BPS）である。BPSは28項目5）か
ら構成され，「内的刺激の欠如」と「外的刺激
の欠如」の二つの下位因子をもつとされる

（Vadanovich et al., 2005）。Farmer & Sundbe
rg（1986）によれば，BPSは十分な信頼性およ
び再テスト信頼性を有しており，BPSの得点は
抑うつ，絶望感，孤独感，無動機的志向性など
と正の相関を示し，人生満足度とは負の相関を
示すことが報告されている。なお，BPS尺度の
短縮版については日本語版の作成・検証がなさ
れている（森永ほか , 2025）。
　ただし，BPSについては，その構成概念や因
子構造の一貫性に問題があると指摘されてもい
る（Struk et al., 2017; Vodanovich et al., 1990, 
2005）。そのため，一部の研究者は BPSの限界
を補う目的で，他の尺度を使用している。たと
えば，退屈傾向には「単調さや反復的な状況に
耐えられない性質」や「刺激や新奇性への欲求
の強さ」という側面も含まれる。この側面を測
定するために，Zuckerman（1979）によって開
発された“Sensation Seeking Scale” の一部を抜き出
し，“Zuckerman’s Boredom Susceptibility Scale（ZBS）”
として使用する研究もある（Mercer-Lynn et 
al., 2013a, 2013b; Vodanovich ＆ Watt, 2016）。
ZBSは10項目からなり，新しい経験や刺激を強
く求める傾向，単調な状況への不耐性，退屈の
感じやすさといった，BPSでは測定できない性
格特性を評価する。Mercer-Lynn et al.（2013a, 
2013b）によれば，ZBSは BPSとは異なり，抑
うつや内的問題よりも衝動性や報酬感受性，
ギャンブルやアルコール使用などの外向的・衝

─────────────────────────────────

─────────────────────────────────
5 ）	 実用的には短縮版尺度が使用されることが多く，12項目版や8項目版などが開発されている（Fultz et al., 2022; 

Gana et al., 2019; Peng et al., 2020; Struck et al., 2017; Sung et al., 2021）。
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動的行動とより強い関連を示す。こうした結果
は，ZBSが BPSとは異なる構成概念を測定して
いることを示唆している。

Ⅲ　�なぜ人は退屈するのか：退屈が生じる
メカニズム

　ここまで退屈がどのような概念であるかを整
理してきたが，次に問うべきは「なぜ退屈が生
じるのか」である。近年の研究は，退屈の原因
を単なる外的な刺激不足ではなく，主として二
つの内的メカニズム，すなわち，①活動への注
意資源を維持できないこと，②活動に対する有
意味感を喪失することによって生じる複合的な
心理現象として説明している（Eastwood et al., 
2012; Tam et al., 2021; Westgate & Wilson, 
2018）。本節ではこれら二つのメカニズムを整
理し，それぞれが職務設計や人材マネジメント
にどのような示唆をもつのかを検討する。

3-1　�活動に対する注意資源の枯渇に起因す
る退屈 

　退屈を説明する最も古典的で広く知られた理
論的立場は，人が退屈を感じる主な原因を環境
刺激の不足に求めるものである（Kubose, 1972; 
Hebb, 1966; London et al., 1972; Mikulas & 
Vodanovich, 1993; O’Hanlon, 1981; Perkins & 
Hill, 1985； Posner et al., 2005; Thackray, 
1981）。一般に，遂行に思考や注意をほとんど
要しない活動は退屈を誘発しやすい。たとえば，
単純で反復的な作業（Cox, 1980; Markey et al., 
2014）， 長 時 間 に わ た り 変 化 の 乏 し い 作 業

（Hunter & Eastwood, 2016; Markey et al., 
2014; Thackray, 1981），あるいは挑戦を伴わな
い活動（Csikszentmihalyi, 2000）がその典型で
ある。このことから，Posner et al.（2005）や 
van Tilburg & Igou（2016）は，退屈を他の情
動から区別する主要な特徴として，覚醒水準

（arousal level）の低さを指摘している。
　しかし，単調な仕事に従事している従業員が
必ず退屈を感じるとは限らないという指摘も多

い。この「単調さ＝退屈」という単純な対応関
係に対しては，古くから一貫した批判が存在す
る（Fahlman et al., 2013; Goetz et al., 2014; 
Mercer-Lynn et al . ,  2014; Merrif ield & 
Danckert, 2014; Munsterberg, 1913; Raffaelli et 
al., 2018）。たとえば，仕事の単調さと能率との
関係を分析した最初期の研究として，Mun
sterberg（1913）は次のような興味深い事例を
報告している。

私は「最も単調な仕事」の称号を与えるとすれば，
何千人もの従業員を抱えるある電気製品工場で
白熱電球を薄紙で包む作業をしている女性だろ
うという印象を受けた。（インタビューをした：
筆者補足）彼女は朝から晩まで，絶え間なく電球
を包み続けているのである。彼女は年初から年
末まで，つまり一年を通してこの作業を行い，
すでに12年間続けている。彼女は1日に平均して
13,000個の電球を包む。この12年間で，片手で次
の電球を取り，もう一方の手で薄紙の小さな束
に伸ばすという動作を，実に約5,000万回繰り返
してきたのである。…（中略）… 彼女は明らかに
自分の仕事について話すことを楽しんでいるよ
うだった。彼女は，自分の作業を本当に「面白い」
と感じていると断言し，次の休憩までにいくつ
の箱を詰められるかを考えながら，常に内的な
緊張感を感じていると語った。何よりも，彼女
の言葉によれば「そこには常に変化がある」と
いう。ときには電球や紙のつかみ方が少し違い，
ときには包む作業がうまく進まないこともある。
ときには体調が良く，ときには気分が乗らない。
そうした中で，いつも何か観察すべきこと，考
えるべきことがあるのだという。（Munsterberg, 
1913, p.195-196）

　この記述からもわかるように，外部から観察
された仕事の単調さそのものが退屈を決定する
と考えるのは早計である。すなわち，同じ単調な
作業に従事していても，それを退屈と感じるか
どうかは個人の主観的な状況認知や意味づけ方
によって大きく異なる。Munsterberg（1913）は，
その後の観察において，こうした事例が例外的
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ではなく多くの職場で広く見られる現象である
ことを報告している。さらに彼は，社会的に価
値が高いとみなされ，変化に富む仕事に就いて
いる人々の中にも，主観的に強い単調さを感じ
ている者が少なくないことを明らかにした。
　退屈の心理的メカニズムに注目した研究の多
くは，人が活動に注意を向けることが困難にな
るときに退屈が生じることを指摘している。特
に，人がその注意の困難さを自らの能力の不足
ではなく活動の側に原因があるとみなす場合，
退屈をより感じやすくなるとされる（Damrad 
et al., 1989; Fisher, 1993, 1998; Hunter & East
wood, 2018）。このプロセスをより明確に説明
したのが Eastwood et al.（2012）である。彼ら
によれば，①満足のいく活動に注意を向けるこ
とができない，②活動に対して注意を向けられ
ないことを自覚している，③その原因を活動そ
のものに求めるという三つの心理プロセスが同
時に生起したときに退屈が生じる。すなわち，
退屈とは単に刺激が乏しい状況で生じる感情で
はなく，注意が向けられない自覚とその原因の
外的帰属によって形成される主観的体験なの
だ。
　以上の議論を整理すると，退屈の心理的メカ
ニズムは，活動に要求される注意の水準と，個
人が保持する認知資源との不均衡に起因すると
考えられる（Danckert & Merrifield, 2018; East
wood et al., 2012; Fisher, 1993, 1998）。ここで
いう認知的資源（cognitive resources）とは，注
意・ワーキングメモリ・知識・知能・経験など，
活動に集中し続けるために用いられる脳内の限
ら れ た 能 力 を 指 す（Fiedler, 1995; Vecchio, 
1990）。この資源は有限であり，複雑で情報処
理要求の高い作業を行うほど消費される（Calla
way et al., 2022）。この観点に立てば，外部刺
激によって生じる注意水準と，活動遂行に求め
られる注意水準との間に乖離が生じるとき，人
は認知的資源を過剰に消耗し，心理的負荷を感
じ，その結果として退屈という感情状態を経験
する。

 「均衡」の観点から見ると，退屈は単なる刺
激の欠如ではなく，活動に要求される注意の水
準と，個人が使用・配分できる認知的資源との
相互関係によって規定される動的な心理状態と
いえる（Eastwood et al., 2012; Tam et al., 2021; 
Westgate et al., 2018）。ここからは，要求水準
と利用可能な資源との関係が過大でも過少でも，
そのバランスが崩れることで認知的資源が消耗
し，退屈が経験されることが示唆される（Dan
ckert et al., 2018; Danckert & Elpidorou, 
2023）。
　興味深いことに，タスクの要求に対して注意
の要求が不十分な場合（過小負荷）と過剰な場
合（過大負荷）とでは，退屈の性質や行動的帰
結が異なるとされる（Acee et al. 2010; West
gate et al., 2018）。活動に対する注意要求が個
人の認知的資源を大きく下回る場合，すなわち
過小負荷が生じているとき，人は余剰の認知的
資源を持て余し，活動への関与が低下する。そ
の結果，無気力や無関心の増大，有意味感の低
下が生じるだけでなく，現在の活動に注意を維
持することが難しくなり，パフォーマンスの低
下や無関連思考（マインド・ワンダリング）の
増加が見られる（Bench et al., 2013; Perone et 
al., 2020; Westgate et al., 2018）。一方で，活動
への注意要求が認知的資源を大きく上回る場合，
すなわち過大負荷が生じているとき，人は保有
する認知的資源を急速に消耗し，フラストレー
ションやストレスを感じやすくなる。その結果，
現在の活動からの離脱や他の活動への切り替え
行 動 が 促 進 さ れ る（van Hooft & van Hooff, 
2018）。これらはいずれも活動に対する注意と
認知資源の均衡を回復しようとする行動である
とみなせる。

3-2　�活動に対する有意味感の喪失に起因す
る退屈

　従業員の退屈を引き起こすメカニズムとして，
注意資源の枯渇と並んで重要と考えられている
のが活動に対する有意味感の喪失である。活動
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の有意味感が失われることは，個人の幸福感や
モチベーション，パフォーマンスに悪影響を及
ぼすことが広く知られており，退屈は有意味感
の喪失とパフォーマンス低下との関係を媒介す
る要因として機能する（Chan et al., 2018; Tze 
et al., 2016）。先に論じたように，退屈には「現
在の活動の目的や意義が失われている」ことを
個人に自覚させる機能的感情としての側面があ
る。このため，活動の有意味感の喪失と退屈の
間には双方向的な影響関係が存在する可能性が
ある。すなわち，有意味感を感じられない活動
に従事している個人は退屈を経験することでそ
の活動に対する有意味感の喪失を強く自覚し，
現在の活動への関与を低下させるとともに，よ
り有意味であると認知される別の活動への移行
に動機づけられる（Tilburg et al., 2011）。
　先行研究は，仕事における無意味さの認識が
職場の退屈を強く促進する要因であることを示
している。退屈は，タスクが個人的な意味を欠
いている場合や，反復的で変化に乏しい場合，
さらには従業員の価値観や能力と一致していな
い場合に生じやすい（Chan et al., 2018; Harju, 
2017）。これらの傾向は，悲しみや性格特性など
他の感情的要因を統制した後でも確認されてお
り，退屈が状況の無意味さと密接に結びついた
心理状態であることを裏付けている（Chan et 
al., 2018）。さらに，Belanger et al.（2024）は公
共部門の現場を対象とした定性的調査において，
無意味な仕事が従業員に精神的苦痛をもたらし，
空虚感や離脱感と結びつくことを報告している。
このような知見は，退屈が単なる感情的反応で
はなく，仕事の有意味さの欠如を反映する社会
的・心理的現象であることを示唆している。
　上記と対応して，有意義な仕事は退屈に対する
緩衝要因として機能することが指摘されている

（Chan et al., 2018; Harju et al., 2016; Sanchez-
Cardona et al., 2020）。組織が従業員に，自身
の価値観に沿ったやりがいのあるタスクや，仕
事の再設計（ジョブ・クラフティング : Wrze
sniewski & Dutton, 2001）を行う機会を提供す

ることで，特に若年層の退屈を軽減し，エンゲー
ジメントを高める効果があるとされる（Harju 
et al., 2016）。これは，従業員が自らの役割を
再構築し，仕事の中に個人的な意味を見出すこ
とを促すプロセスであり，モチベーションと幸
福感を維持するうえで有効な組織的介入手段と
位置づけられる（後述）。
　研究は一貫して，無意味な仕事が職場におけ
る退屈の主要な原因であり，それが従業員の心
理的健康や組織の生産性に悪影響を及ぼすこと
を示している。したがって，有意義でやりがい
のある仕事を促進し，ジョブ・クラフティング
を可能にすることは，退屈を防ぎ，より健康で
エンゲージメントの高い職場を実現する有効な
組織的手段となる。

3-3　�活動に対する注意資源の枯渇と有意味
感の喪失の相互作用

　補足的な議論として，退屈の二つのメカニズ
ム（注意資源の枯渇と有意味感の喪失）が独立
して生じるのか，それとも相互に影響し合うの
かについては，研究者の見解が分かれている。
退屈に関する代表的な研究者のひとりである 
Erin C. Westgateは，認知的要求水準と利用可
能な認知資源の不一致（注意資源の枯渇）と，
活動と価値ある目標との不一致（有意味感の喪
失）の関連性が比較的弱いことを指摘し，両者
が独立して退屈を引き起こすと主張している

（Westgate et al., 2018, 2019）。実際，いくつか
の研究では，注意資源の枯渇によって生じる退
屈と，有意味感の喪失によって生じる退屈が，
個人にとって異なる主観的経験として認識され，
異なる行動反応を導くことが示唆されている

（Chan et al., 2018; van Tilburg et al., 2017）。
　他方，論理的には，退屈を経験すること自体
が注意資源の枯渇や活動の有意味感の喪失を引
き起こす可能性も指摘されている（Tam et al., 
2021）。また，注意資源が枯渇している状態で
有意味感も低い場合，退屈がどのように変化す
るのかといった両要因の相互的調整効果を検討



従業員の退屈に関する文献レビュー
：海外研究の展開と日本における研究展望（中津陽介） ─ 55  ─

する余地がある（Wolff et al., 2020）。しかし，
少なくとも現時点において，注意資源の枯渇と
活動の有意味感の喪失との交互作用を実証的に
検討した研究は確認されていない。注意資源の
枯渇は主として活動環境の要因に依存して生じ
やすい一方，活動の有意味感の喪失は個人の価
値観や動機づけ傾向に強く影響される。このこ
とは，退屈という現象を説明するには多層的な
要因の相互作用を前提とした分析枠組みの構築
が必要であることを示唆しており，今後の理論
的・実証的研究の発展が期待される。

Ⅳ　�従業員の退屈をどのようにマネジメン
トするのか

4-1　退屈マネジメントのパラダイム

　退屈のマネジメントを論じるにあたって，ま
ず確認すべきは，退屈をどのような状態として
捉えることが望ましいのかという点である。か
つて退屈は，生産性や道徳的判断力を低下させ
る，組織にとって有害な状態とみなされてきた。
そのため，退屈の発生をいかに抑制・回避する
かという議論が蓄積されてきた（Cummings et 
al., 2016; Fisher, 1993; Loukidou et al., 2009）。
20世紀前半の産業心理学においても，工場労働
における単調さが労働者に及ぼす悪影響が強調
され，休憩の導入や作業の細分化の回避など，
退屈を感じさせない工夫が模索されてきた歴史
がある（Melamed et al., 1995）。しかし近年では，
退屈を単に「排除すべきもの」とはみなさず，
一定の機能や潜在的価値を認める立場も提案さ
れている（Driver, 2021; Johnsen, 2016; Schott 
& Fischer, 2023; Noury et al., 2022）。
　退屈を「現在の行動や環境に問題があること
を知らせる警告」とみなし，機能的な感情の一
つとして捉える立場に立つと，問題視すべきは
その過剰さや慢性化だけかもしれない。実際，
先行研究の中には，退屈を感じた従業員がその
不快感をきっかけに，仕事の進め方や内容の課
題に気づき，より興味深い業務や創造的アイデ

アに挑戦したり，自主的に新しいプロジェクト
を提案したり，改善策を生み出す可能性が高ま
ると主張するものもある（Mael & Jex, 2015; 
Schott & Fischer, 2023）。すなわち，従業員の
退屈を単に抑制すべき状態としてではなく，主
体的かつ建設的な組織貢献へと転換するマネジ
メントも論理的には可能である。
　退屈のマネジメントとは，退屈がもつ否定的・
肯定的の両側面を理解し，その影響を組織的に
活用することに他ならない。確かに，従来のモ
デルが指摘してきたように，退屈を放置すれば
注意散漫や職務怠慢，逸脱行動の温床となり得
るため，組織にとって退屈は看過できないリス
クである。しかし，退屈を表面的に排除するだ
けでは，その背後にある業務上の課題（単調さ，
目的意識の欠如など）は温存されたままとなる。
もし従業員の退屈を，組織へのフィードバック・
シグナルとして捉えるならば，それは人材配置
や育成，組織変革を次の段階に進めるべきタイ
ミングを知らせる重要な兆候とみなすことがで
きる。このように，退屈は単なる個人の内発的
動機づけの低下ではなく，組織の課題を映し出
す指標としても利用可能かもしれない。
　さらに，退屈を組織論的視点から検討したユ
ニークな研究として Johnsen（2016）がある。
彼は，過剰な時間管理や効率化が仕事の意味喪
失と倦怠感を深め，結果として退屈を生じさせ
ることを指摘している。同時に，退屈は従業員
が「意味を求める力」を再び呼び起こし，新た
な活動や組織化を誘発する契機ともなり得ると
論じる。つまり，退屈が生産性の低下や逸脱的
行動をもたらす一方で，それを遊びやユーモア，
非公式の活動へと転換し，創造的な活動や組織
文化の刷新に結びつける可能性がある。した
がって，組織は従業員の時間管理や効率化を推
進するだけでなく，仕事の意味を従業員自身が
再解釈・再構築できる余地を残す必要がある。
　これまでの議論を踏まえると，退屈のマネジ
メントは多層的なアプローチによって構成され
るべきであろう。本節では，退屈への介入を①
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仕事環境レベル，②職務レベル，③個人レベル
の三つの次元から整理し，それぞれの特徴と限
界を概観する。上記を踏まえて，本節では退屈
のマネジメントに関して，①仕事環境レベルの
アプローチ，②職務レベルのアプローチ，③個
人レベルのアプローチの三つについて概観して
いく。結論を先取りすれば，これら三つのアプ
ローチは互いに代替的ではなく，補完的に機能
する関係にある。複数のレベルのアプローチを
組み合わせることで，退屈を単なる「リスク」
ではなく組織的学習や創造性の資源へと転換す
るマネジメントが可能となる。

4-2　仕事環境レベルのアプローチ

　退屈マネジメントに関する研究の起源は，工
場労働や事務作業など，単純で予測可能性の高
い作業を対象とした産業保健学的研究に見出す
ことができる。当時すでに，仕事の単調さが作
業能率やモラール，人間関係に好ましくない影
響を与えることは認識されていた（Mayo, 1933; 
Roethlisberger & Dickson, 1939）。特に Stan
ley Wyatt を中心とする研究グループは，数多
くの観察結果を通じて，仕事の単調さの悪影響
を媒介する要因の一つとして，肉体的疲労とは
異なる精神的要因として退屈を位置づけた

（Wyatt et al., 1937）。
　これらの研究が提示した退屈マネジメントの
方針は，作業の多様化，定期的な休憩の導入，
作業環境の改善といった，退屈の原因となる物
理的要因を取り除くことに集約される（Fisher, 
1993）。当時の退屈は，生産性の阻害要因であ
ると同時に，労働者の健康や安全にも影響する
抑制すべきリスクとみなされていた。したがっ
て，その発生をいかに減らすかが中心的なマネ
ジメント目標となった。実際，その後の研究で
も，機械化・自動化が進んだ現場において労働
者が退屈を経験し，集中力の低下や事故の増加
につながることが繰り返し報告されている

（Hebb, 1966; Thackray et al., 1977; Davies et 
al., 1983）。こうした知見は，上記の施策の有効

性を裏付けるものである。
　この「仕事の単調さに起因する退屈」という
問題は，現代においても異なる形で再現してい
る。とりわけデジタル化と自動化の進展は，従
業員の役割を「主体的な遂行」から「監視・入
力」へと転換し，多くの仕事を反復的で均質な
タスクへと変質させた（Bhowmik, 2025; Cum
mings et al., 2016）。デジタル化が退屈に与え
る影響については諸説があり，現時点で一貫し
た結論は得られていない。ただし，デジタルメ
ディアの使用と退屈の関係を対象にメタ分析を
行った近年の研究（Camerini et al., 2023）は，
一般的なレベルでの使用には退屈との明確な関
連が見られない一方で，習慣的・依存的・過度
な使用は退屈の増加と強く関連することを報告
している。
　さらに，環境要因に起因する退屈は，人命や
安全と直結する領域において特に重大なリスク
を伴う（Cummings et al., 2016）。航空機運航，
鉄道管制，医療手術などの分野では，自動化の
進展により従業員の役割が「直接操作」から「シ
ステム監視」へと移行している。そのため，機
械が正常に作動している間は人間にほとんど刺
激が与えられず，注意資源が持て余されやすい。
このような状態で強い退屈を経験していると，
異常発生時に即座に対応できない注意の空白が
生じるリスクが高まる。したがって，環境要因
に起因する退屈は個人のメンタルヘルスや能率
低下の問題にとどまらず，重大事故や組織的リ
スクを誘発し得る要因として捉える必要があ
る。
　もっとも，退屈の原因を環境要因のみに還元
するアプローチには明確な限界がある。すでに
20世紀初頭に Munsterberg（1913）によって指
摘されたように，客観的に最も単調に見える仕
事であっても，従業員がそこに工夫や挑戦を見
出していれば退屈を感じない場合がある。逆に，
社会的に意義があり多様性に富んだ仕事であっ
ても，本人が意味を見いだせなければ強い退屈
を経験する。このことは，退屈が環境の単調さ
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だけで決まるのではなく，個人の価値づけや動
機づけ傾向に大きく依存する心理現象であるこ
とを示している。したがって，仕事環境レベル
の介入は退屈軽減の基盤となるものの，個人差
や主観的意味づけの問題を十分に説明できない
という課題を残している。
　ただし，安全管理や生産性の向上を目的とし
たマネジメント実践の観点からすれば，作業の
多様化，定期的な休憩の導入，作業環境の改善
といった古典的施策の重要性は依然として失わ
れていない。デジタル化や AI導入の際には，
効率性だけでなく退屈の生じやすさを同時に評
価することも有効だろう。監視業務の設計にお
いては冗長化・交代制・シミュレーション訓練
などによって注意力の低下を補完する仕組みを
組み込むこともできる。すなわち，環境レベル
の介入は退屈を安全リスクとしてマネジメント
するうえでの中心的課題の一つであり続けてい
る。

4-3　職務レベルのアプローチ

　1970年代以降，職場における人間行動の研究
では，仕事態度を環境要因と個人の内的要因の
双方から説明するフレームワークが発展した。
その代表例が Hackman & Oldham（1975）の職
務特性モデルと，Deci & Ryan（1985）の自己
決定理論である。これらの理論は退屈そのもの
を直接の対象としてはいないが，いずれも仕事
の有意味感を高め，従業員に自律性や成長機会
を与えることが，退屈の軽減とモチベーション
維持の双方に寄与し得ることを示唆している。
　言うまでもないが，仕事の有意味感や自律性，
成長機会を欠いた職務は退屈を生じさせやすい。
職務特性理論（Hackman & Oldham, 1975）の中
核的構成要素である「スキル多様性」「タスク
完結性」「タスク有意性」「自律性（職務裁量）」

「フィードバック」の5要素はいずれも，仕事中

の退屈と負の関連をもつ可能性が高い（Mael & 
Jex, 2015）。実際，仕事の自律性や裁量の拡大
が従業員の主体的関与を高め，退屈を低減させ
ること（Doblinger & Class, 2023; Kim & Lee, 
2022），また挑戦的なタスクやスキル習得を自
ら求める従業員ほど退屈を感じにくいことも実
証的に示されている（Harju et al., 2014, 2016）。
　職務特性理論や自己決定理論は，従業員の退
屈を軽減するためにどのようなマネジメントが
有効かについて明確な指針を与える。職務の有
意味感のなさが退屈を生み出しているならば，
マネジャーは従業員の退屈を抑制するために
オープンなコミュニケーションに努め，従業員
が生産的で有意味感のある活動に従事できるよ
う支援を提供することが望ましい（Schott & 
Fischer, 2023; Martin et al., 2023）。また，能力
以下の業務配置（underemployment）が慢性的
な退屈の主要な要因であるとすれば，ジョブ・
ローテーションやスキル開発支援を通じてこの
配置を回避することで従業員の退屈を抑制でき
る（Sanchez-Cardona et al., 2020; Tsai, 2016）。
　ただし，これらの施策は内発的動機づけの低
い従業員への対応策と多くの部分を共有してい
る点に留意する必要がある。実際，1970 〜
1990年代にかけては，退屈という固有の現象に
焦点を当てた研究は停滞していたとされる

（Fisher, 1993）。その背景には，退屈が「内発
的動機づけの低下」として職務設計論や自己決
定理論の枠組みに吸収されていったことが関係
していると考えられる。しかし近年では，自律
性が高すぎるとかえって指示不足で退屈を招く
という逆 U字効果も指摘されており6）（van 
Hooft & van Hooff, 2018），単に内発的動機づ
けを高めることが，従業員の退屈に対する最良
のマネジメントとは限らない。こうした知見は，
職務設計を通じた退屈マネジメントにも最適水
準のバランスを見極める視点が求められること

─────────────────────────────────
6 ）	 ただし，自律性が高すぎる場合の退屈については低すぎる場合の退屈に比べて十分な実証的検証が蓄積されて

いない。
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を示唆している。

4-4　個人レベルのアプローチ

　2010年代以降，退屈の生じるメカニズムに関
する理解が進展する中で，環境や職務の改善だ
けでは退屈を十分に抑制できないことが明らか
になってきた。こうした問題意識のもと，近年
では従業員の注意の向け方や認知的フレーミン
グ，さらには仕事の意味づけ方に焦点を当てる
アプローチが注目されている。
　注意資源理論に基づけば，仕事に対する注意
の向け方を改善し，安定した注意力を維持する
ことは，退屈の軽減に有効である。特に近年で
は，「今この瞬間に起こっていることへ意識的
に注意を向ける心的態度」と定義されるマイン
ドフルネスと退屈との間に存在する負の関係に
関心が向けられている。たとえば，Wihler et 
al.（2021）は，単調作業に従事する従業員を対
象とした縦断調査により，マインドフルネス傾
向の高い従業員ほど仕事中の退屈感が低いこと
を報告している。彼らによれば，単調な作業で
あってもマインドフルネスの高い従業員は，そ
の仕事をあたかも初めて取り組むかのような新
鮮さで体験でき，主観的な単調感や退屈感を和
らげる。
　ただし，この研究ではマインドフルネスが高
い従業員ほど退屈感が低く，作業の質や仕事満
足も高まる一方で，作業量や処理速度は低下す
る傾向も確認された。したがって，マインドフ
ルネスへの認知的介入は退屈軽減に寄与する補
助的な手法と位置づけられるが，退屈問題を根
本的に解決するには業務設計そのものの改善が
不可欠であることには留意が必要である。
　また，メンタル・リハーサル（心的リハーサ
ル）や認知的リフレーミングといった介入も，
退屈への対処法として有望である（Ng et al., 
2024; Perone et al., 2019）。たとえば，Perone 
らの実験研究では，退屈な課題中の被験者の脳
波を測定しつつ対処法を検討した結果，日常的
に退屈への対処が上手な人ほど，退屈な最中に

積極的な思考活動を行っていることが示唆され
た。具体的には，単調なクリック作業を音楽の
リズムに合わせて行うなど，課題に独自の意味
づけを加える工夫が観察された。この結果は，
計画立案や想像などの能動的な認知活動が退屈
感の軽減に寄与することを示している。すなわ
ち，どのように退屈な活動に注意を向け続ける
かではなく，どうすれば退屈な活動を意味のあ
る活動であると意識を転じられるかも重要な論
点になりうる。
　さらに，仕事と個人の価値を結び付ける手法
も，退屈を軽減するうえで有効である。Sanches-
Cardona et al.（2020）は，従業員が自分の能力
を過剰に感じている場合であっても，仕事に意
味を見出すことで退屈感が軽減されることを報
告している。また，Belinda et al.（2024）は，
退屈な作業の後に有意味感の高いタスクを行わ
せることで，退屈による注意力や生産性の低下
が次の作業に持ち越されるのを防げることを実
験的に示した。これらの結果は，仕事への「意
味づけ」や「価値の再認識」が，退屈のネガティ
ブな影響を緩和する重要な心理的メカニズムで
あることを示唆している。
　総じて，注意力のトレーニングや認知的介入
は，注意の向け先を工夫し意味を見出すことで
退屈経験を緩和する実証的効果が示されている。
これらのアプローチは，長期的には組織的な取
り組みと併用することが望ましいが，即効性の
ある退屈対策となり得る。個人レベルの認知的
介入は，退屈を自己成長のきっかけとして活用
する可能性を示唆しており，組織はマインドフ
ルネストレーニングや認知的リフレーミング研
修などのプログラムを導入することで，従業員
が仕事に新たな意味を見出せるよう支援できる。
また，上司にはキャリア面談や1on1を通じて，
従業員が仕事と個人の価値を結び付けるプロセ
スをサポートすることが期待される。これらの
取り組みを通じ，退屈は単なる負の経験ではな
く，意味づけの再構築を通じた学習機会として
マネジメントし得るだろう。
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4-5　3 つのアプローチの関係

　退屈マネジメントは，環境レベル・職務レベル・
個人レベルという三つのレベルでそれぞれ異な
るマネジメント目標と含意をもつ。環境レベル
は安全性と効率を確保するための基盤，職務レ
ベルは内発的動機づけを支える基盤，そして個
人レベルは主観的意味づけを促す介入と位置づ
けられる。言い換えれば，退屈をポジティブに活
用するうえで，これら三つのアプローチは代替
的ではなく補完的に機能する関係にある。ただ
し三つの水準を横断的に捉えた統合的研究は依
然として限られており，今後は階層間の相互作
用を視野に入れた包括的なモデル構築が求めら
れる。

Ⅴ　�先行研究のリサーチギャップ：日本的
文脈での検討に向けて

　本稿のこれまでのレビューから明らかになっ
たのは，心理学・産業組織心理学を中心に従業
員の退屈に関する研究知見が蓄積されてきた一
方，経営学的観点からは依然として重要な空白
が残されているという点である。以下では，こ
の空白を補うために，特に顕著な二つの課題を
検討する。

5-1　海外研究におけるリサーチギャップ

・文化的・制度的要因の影響
　従業員が仕事中に退屈を経験するという現象
は，現代では国や業界，組織を問わず普遍的に
観察される（Harju et al. 2014; Westgate et al. 
20237））。しかし，だからといって文化や制度
に基づく差異を無視してよいわけではない。た
とえば Ng et al.（2015）は，カナダの学生の方
が中国の学生よりも退屈スコアが有意に高かっ

た。この理由について，彼は文化ごとの理想と
される感情の違いに起因する可能性があるので
はと推測している。このような国際比較を行っ
た研究は依然として限られているが，退屈の経
験や意味づけが文化的価値観や社会的規範と密
接に関連することは理論的・実証的にも十分に
想定される（Westgate et al., 2018, 2023）。それ
にもかかわらず，組織行動論や産業組織心理学
に基づく既存の退屈研究の多くは，退屈をあく
までも個人内の心理現象として捉えており，文
化的・制度的要因を理論や実証に十分に組み込
めているわけではない。

・マクロ組織要因との接続
　既存研究の多くは，退屈を個人内の状態

（state）あるいは個人の傾向（trait/proneness）
として概念化し，心理測定や実験研究を通じて
その実体や影響を解明してきた。その成果とし
て，退屈が注意散漫，逸脱行動，メンタルヘル
ス悪化など，組織にとって好ましくないアウト
カムと結びつくことは研究者の間で広く認めら
れている（例：Lee et al., 2019; Biolcati et al., 
2018）。一方で，制度設計・評価システム・組
織文化といった組織のメゾ・マクロ次元の要因
との接続は限定的である。前章で概観したよう
に，退屈のマネジメントに関する議論の多くは
個人と職場の関係にとどまり，「なぜ特定の組
織では退屈が蔓延するのか」，「どのような制度
的文脈が集団レベルで退屈を助長・抑制するの
か」といった問いは十分に検討されていない。
近年，こうした限界を克服する試みとして，退
屈のポジティブ機能に注目する理論的枠組み

（Schott & Fischer, 2023）が提示されており，
組織スラックやアドホクラシー的文化が退屈を
創造性に転換し得る可能性が指摘されている。

─────────────────────────────────
7 ）	  Westgate et al. （2023）は COVID-19のパンデミック期におけるロックダウン政策と感染対策の効果の関係を

退屈が媒介する可能性を検証するため実施された，116か国63,336名を対象にした大規模国際調査の分析結果を
報告する論文であり，116か国の中には日本も含まれている（退屈の水準は世界的に見て中程度だった）。結果と
して，退屈は公衆衛生上のリスクではないことが明らかになったものの，退屈の経験が世界的に観察される現象
であると同時に，国ごとにその水準に大きな違いがあることが明らかになった。
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しかし，これらの議論は依然として理論段階に
とどまっており，組織レベルの実証的検証が今
後の課題として残されている。

5-2　�退屈に関する日本的文脈：退屈に関す
る二重の不可視性

　こうした海外研究におけるギャップを補うう
えで，日本企業のもつ特殊な雇用慣行や仕事慣
行は重要な研究対象となるかもしれない。日本
において退屈に注目する職場研究は，長時間労
働や過重労働の問題の陰に埋もれ，これまでほ
とんど注目されてこなかった（河田 , 2024; 
Kawada et al. 2023）。ただし，この点は慎重に
考える必要がある。確かに，日本の労務研究で
は長時間労働や過重労働の問題が研究者・実務
家から高い関心を集めてきた。しかし，それは
日本企業において退屈の問題が存在しなかった
ことを意味しない。日本人労働者を対象とした
Kawada et al.（2023）の調査結果は回答者であ
る日本人が一般的に仕事中に退屈を経験してお
り，従業員の退屈が海外と同様に個人および組
織にとって好ましくないアウトカムと関連して
いることが示されている8）。
　このように見ると，日本における退屈研究の
少なさは，それ自体が単なる学術的空白である
だけではなく，その少なさ自体が経営学的に重
要な示唆をもちうる。すなわち，日本の職場に
おける従業員の退屈の存在を社会的に見て見ぬ
ふりする組織文脈自体が研究対象となりうるの
ではないか。本稿の第3・4節において論じたよ
うに，退屈の問題を個人の内面の問題として捉
えることで，組織的課題としての退屈に関する
固有の問題は顕在化しにくくなる。したがって，
退屈の問題を個人の内面の問題として捉えるよ
うな認知フレームワークが組織内の規範や慣習
といった制度的文脈によって強化される場合，
退屈という現象が社会的に不可視化されること

は理論的にも十分に説明可能である。
　以下ではこの点について掘り下げていく。結
論を先取りすれば，日本企業の典型的な労働文
化の中には「個人が退屈を経験してもそれが表
出されにくい」個人レベルの不可視性と，「個
人が退屈を表出しても組織にとってそれが問題
にされにくい」組織レベルの不可視性からなる

「退屈の二重の不可視性」が存在している可能
性がある。

・�退屈を経験した個人の感情表出を抑制する個
人レベルの不可視性

　日本企業の職場文化においては，従業員が仕
事中に退屈を経験していることを周囲に表出す
ること自体が評価上のリスクを伴う行為となり
やすい。多くの日本企業は，職務を明確に定義
し，その職務成果に基づいて処遇を決定する

「ジョブ型」の雇用制度を限定的にしか導入し
ていない。パーソル総合研究所が2021年に従業
員300人以上の日本企業740社を対象に実施した
調査（パーソル総合研究所，2021）によれば，ジョ
ブ型雇用を導入している企業は全体のわずか
18.0％にとどまる。これは，日本企業において
従業員の処遇が短期的な職務成果よりも，組織
全体への長期的貢献や将来の潜在能力への期待
によって決定される傾向が依然として強く見ら
れることを示している。このような文脈では，
現在の業務に対する関与の低下や能力発揮の減
退を暗示する「退屈」の表出は，将来的な人事
評価の低下や組織内での地位低下につながる行
為となる。結果として，多くの組織において，
従業員は仕事の中で退屈を経験したとしてもそ
の経験について沈黙を余儀なくされる。
　多くの日本企業の職場では従業員の「頑張
り」や「態度」，「意欲」といった属人的な要素
までを評価対象に含めるメンバーシップ重視型
の評価構造が形成されている（今野，2013）。

─────────────────────────────────
8 ）	 Kawada et al. （2023）は，日本のフルタイム従業員 1,019名を対象にした質問票調査の回答を分析し，仕事中

の退屈が心理的苦痛（抑うつ・不安）や離職意図を有意に強めることを明らかにした。
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この構造は，従業員に対して「自発的であるこ
と」への過度な期待を生み出し，いわば「強制
された自発性」を要請する（熊沢，1997）。熊
沢はこの圧力が長時間労働や職場緊張を生み出
すと論じたが，同様のメカニズムは退屈にも当
てはまるだろう。典型的な日本企業においては，
仕事の中で退屈を経験したとしても，それを表
出することが自発性の欠如とみなされ，評価の
低下につながりかねない。このため，従業員に
は退屈の表出を回避する動機がある。
　仕事の退屈の表出が社会的に抑制されている
という予想は，いくつかの社会調査から傍証さ
れる。人々の仕事観・労働観に関する代表的な
国際調査である世界価値観調査（2017-2021）は，
日本人の仕事観・労働観が国際的に見てかなり
異質であることを報告している。調査結果によ
れば，日本人は他国に比べて仕事よりも余暇を
重視する傾向が非常に強く（全77ヵ国中2位），
仕事そのものの重要性を低く評価する傾向があ
る（同71位）。また，労働政策研究・研修機構
が1999年から定期的に実施している「勤労生活
に関する調査」でも，終身雇用や組織との一体
感，年功賃金といった日本的雇用慣行への支持
率は一貫して過半数を占めている。これらの調
査からは，日本人にとって仕事は生活（余暇）
を支える基盤にすぎず，仕事に面白さや意義を
求めることよりも，与えられた役割を黙々と果
たすことが重視されやすいことが見て取れる。
ただし，それによって日本人が仕事に面白さや
意義を求めていないと考えるのは早計である。
むしろ，仕事が退屈であること自体を「仕事と
は本来そういうもの」と受け入れてきたと考え
る方が，実態に即しているように思われる。
　個人レベルで退屈経験の表出が自己抑制され

ることで，組織が従業員の退屈を職場課題とし
て認識することは難しくなる。結果として，従
業員の退屈が不満・メンタル不調・離職といっ
たマネジメント上の問題として顕在化した海外
の事例とは異なり，日本ではマネジメント上の
盲点として潜在化してきたと考えられる9）。

・�従業員個人の退屈の表出に対する課題認識を
抑制する組織レベルの不可視性

　日本企業の組織的文脈では仕事の退屈を個人
が表出する行為が抑制されやすい。そうだとし
ても，個人による退屈の表出が完全に存在しな
くなるわけではない。従業員の退屈が組織課題
として俎上に載せられにくかった理由は，従業
員の退屈をどのように認識して処理するかとい
う組織側の枠組みからも検討する必要がある。
　そもそも，日本企業において面白い・意義深
い仕事は組織から従業員に与えられる雇用契約
外の報酬として理解されてきた可能性がある。
服部（2011）は，日本企業の従業員へのインタ
ビュー調査を通じて，従業員が組織に対して抱
く暗黙的期待のリストを作成し，その中に「会
社は興味深い仕事を提供する」「会社は意味の
ある仕事を与える」といった構成要素を含めて
いる。心理的契約の枠組み（Rousseau, 1995）に
基づけば，組織と従業員は互いの行動に対して
暗黙裡の期待を抱いており，相互に期待を充足
しあう疑似的な契約関係を結んでいる。すなわ
ち，服部（2011）で示されたリストは，日本企
業において組織による従業員の退屈の解消が組
織の期待に応えた従業員に対する特典としての
性格をもつことを傍証している10）。
　この構造は，組織的公正に関して過去に得ら
れた知見とも整合する。江夏（2010）は，ある

─────────────────────────────────
9 ）	  ただし，海外研究の中でも，退屈がしばしば沈黙として対処されることに言及している論文もある （たとえば，

Sousa & Neves, 2021）。
10）	 ただし，日本における「会社は興味深い仕事を提供する」「会社は意味のある仕事を与える」という従業員の

組織に対する期待がどれほど国際的に見て特殊なのかを検討した先行研究は発見できなかった。したがって，こ
れらの期待が組織の期待に応えた契約外報酬として充足されるというメカニズムは日本社会以外でも観察される
可能性がある。
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日本企業において，従業員の人事評価に対する
納得感が直接的な処遇や評価制度自体の公正性
の確保ではなく，その結果として与えられる仕
事に対する充実感によって確保されていたこと
を報告している。組織的公正研究では，組織の
公正さを組織と従業員の関係を強化する非金銭
的報酬として位置づける視点が広く受け入れら
れており（Colquitt et al. 2001, 2013; Cropanzano 
& Mitchell, 2005），この知見は，従業員が「退
屈でない仕事」を組織からの報酬の一部として
認識している可能性を裏付けている。
　退屈の解消が制度的に報酬の一形態としてマ
ネジメントされてきたとすると，組織への貢献
が不十分な個人として組織から扱われている従
業員ほど退屈を経験しやすく，それを表出しや
すくなる（Sánchez-Cardona et al., 2020）。このよ
うな枠組みのもとでは，組織がそのような従業
員の表出する退屈に対処するインセンティブは
小さい。その結果，退屈は組織の視点からも課題
として俎上にあげられにくかったと考えられる。

5-3　先行研究への貢献可能性

　最後に，海外研究のリサーチギャップと，日
本的文脈における退屈の二重の不可視化構造を
ふまえ，日本企業における退屈研究の意義と貢
献可能性を展望する。日本企業の文脈は，近年
の退屈研究の空白を埋めるうえで魅力的な文化
的・制度的条件を備えており，新しい理論的出
発点を提供しうる。

・文化的視点の組み込み
　従来の退屈研究は，人々の退屈に関してその
経験や表出の仕方の違いに十分な注意を払って
こなかった。しかし実際には，退屈の経験や表
出のあり方は，個人を取り巻く文化的規範や共
有された社会的価値観に強く影響される。前節
で検討したように，日本社会では退屈を公的に

表明すること自体が能力不足や意欲の欠如とみ
なされやすく，従業員は退屈を経験しても沈黙
で対処してきた可能性がある。
　この点に関して，近年の研究では，退屈を経
験した従業員が退屈なタスクを乗り越えるため
に退屈を抑圧する行動に注目する成果も報告さ
れている（Belinda et al., 2024）。すなわち，退屈
は確かに不満やストレスを高めうるが，その後
の行動は周囲の文脈によって大きく規定される。
したがって，「退屈の経験」と「表出行動」の
間に生じる関係性を，個人を取り巻く文化的あ
るいは社会的文脈と結びつけて分析することは，
退屈研究の理論的発展において重要である11）。
　退屈の経験と表出の間に文化的な断絶が存在
する日本企業の職場文化は，この「経験と表出
のギャップ」を比較文化的に検証するうえで魅
力的な対象である。退屈の経験やその表出が，
海外で一般的とされるモデルの枠内でどのよう
に変容するのかを明らかにすることは，日本企
業におけるマネジメント実践の改善に資するだ
けでなく，社会的に構築される退屈という現象
を理解するための理論的貢献をもたらすだろう。

・組織の視点の組み込み
　退屈に関する心理学的研究は，従業員個人の
立場から退屈という現象を捉えることに重点を
置いてきた。そのため，従業員の退屈が組織の
立場からどのように位置づけられ，管理されて
きたのかについては，これまでほとんど関心が
払われてこなかった。近年の海外研究の中には，
退屈を単なるリスク要因ではなく，創造性や変
革の契機として位置づける試みも見られる

（Johnsen, 2016; Schott & Fischer, 2023）。しか
し，これらの議論は依然として理論的仮説を提
示する段階にとどまっている。
　この点において，日本企業は退屈に関するマ
ネジメント実践を観察するうえで魅力的な研究

─────────────────────────────────
11）	 部分的には森永 （2025）において，欧米とは異なる感情制御スタイルや文化的背景が退屈の経験と行動を修飾

し得ることが指摘されている。
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対象となりうる。メンバーシップ型の雇用形態
や職務範囲の曖昧さのもとで，面白い仕事や有
意義な仕事はそれ自体が非金銭的報酬の一部と
して管理されてきた。逆にいえば，日本企業は
これまでも退屈を単なる否定的要素としてでは
なく，従業員の意欲や組織コミットメントを引
き出す人材マネジメント上の資源として活用し
てきた可能性がある。この観点から，日本企業
の文脈は，退屈のマネジメントを組織の視点か
ら再考するうえで重要な理論的示唆を提供する
だろう。

Ⅵ　おわりに

6-1　総括

　本稿の目的は，海外における退屈研究の動向
を整理し，日本における退屈研究の将来展望を
提示することであった。そのために，従業員の
退屈に関する先行研究を概観し，概念的区分

（state／trait），生起メカニズム（注意資源の枯
渇／活動の有意味感の喪失），およびマネジメ
ント手法（環境レベル／職務レベル／個人レベ
ル）を整理した。さらに，海外研究における二
つのリサーチギャップとして，文化的・制度的
要因の影響の検討とマクロ組織要因との接続の
必要性を指摘し，それらのギャップを埋めるう
えで日本企業の文脈のもつリサーチサイトとし
ての魅力と，そこから導かれる国際研究への貢
献可能性を論じた。
　以上の議論を総合すると，本稿の主張は次の
三点に要約される。第一に，退屈研究の近年の
トレンドは，退屈を「抑制すべきもの」から「活
用すべき資源」と捉える方向に転換しつつある。
今後の研究では退屈を不快感情としてではなく，
行動を方向づけるシグナルとして理解しなおし，
どのように退屈から創造性や探索行動を促すか
を検討していく必要がある。
　第二に，既存のマネジメントアプローチは部
分的に有効であるが，断片的である。環境レベ

ルの介入は仕事環境，職務レベルの介入は動機
づけ，個人レベルの介入は認知や注意の制御に
それぞれ焦点を当ててきたが，退屈を包括的に
説明する統合的モデルは確立されていない。退
屈を「多元的に生じうる現象」として捉え，状
況に応じた複合的な介入を検討する視点が求め
られる。
　第三に，日本企業の文脈では従業員の退屈が

「経験されても表出されにくい」「表出されても
組織課題として注目されにくい」という二重の
不可視性の中に置かれてきた可能性がある。こ
れらの不可視性は，日本企業において従業員の
退屈が個人の意欲の問題として矮小化されてき
た要因であると同時に，退屈に関する国際的な
理論に文化・制度的条件を組み込むための重要
な視座を提供する。日本企業の文脈は，退屈研
究を個人レベルから組織レベルへと拡張し，理
論の再構築を促すうえで貴重な研究対象である。

6-2　本研究の限界

　本稿では従業員の退屈研究を多角的にレ
ビューしたが，いくつかの限界が存在する。第
一に，本稿で取り上げた文献は筆者の判断に基
づいて選定されたものであり，レビューの網羅
性は保証されない。ただし，本稿の目的は既存
研究を完全に整理することではなく，日本企業
を対象とした調査・分析の意義を示すことに
あった。このため，システマティック・レビュー
の形式は採用しなかった。第二に，本稿はナラ
ティブな理論的レビュー論文であり，実際の日
本企業や職場における従業員の退屈を直接的に
観察・計量したデータを含んでいない。したがっ
て，本稿で提示した日本的文脈における退屈の
不可視化性はあくまでも仮説段階にあり，今後
の研究ではこの仮説を実証的に検証する必要が
ある。第三に，本稿は日本企業の文脈に焦点を
当てたが，韓国・中国・台湾など近隣アジア諸
国の文化的・制度的比較を行っていない。その
ため，日本的文脈の特徴を相対化するには，国
際比較研究を展開することが望まれる。
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6-3　おわりに

　退屈は，従業員のパフォーマンスや精神的幸
福を脅かすリスク要因である一方で，新たな活
動や自己成長を促す契機ともなりうる。本稿の
レビューを通じて明らかになったのは，退屈を
単なる「個人の内的問題」としてではなく，個
人と組織の交差点に生じる複合的現象として捉
える必要性である。
　とりわけ日本企業の組織・職場文脈には，従
業員の退屈が不可視化されやすい特徴が存在す
ることが示唆される。このような特徴は，個人
レベルの研究を中心として発展してきた海外の
退屈研究において，これまで十分に考慮されて
こなかった。従業員の退屈という現象を個人レ
ベルの現象としてだけではなく，社会や組織の
文脈の中で生じる現象として理解しようとする
とき，日本企業のフィールドに「あえて」注目
することは，文化的・組織的条件を踏まえた新
しい退屈理論の構築に向けた重要な意義があろ
う。
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Workplace Boredom: A Literature Review of International 
Research and Future Directions in Japan

Yousuke Nakatsu

　Workplace boredom, once a prominent topic in early management and industrial 
psychology, faded into obscurity during the late 20th century as managerial discourse shifted 
toward autonomy and intrinsic motivation. However, the 2010s marked a resurgence of 
scholarly interest, particularly in organizational behavior and industrial/organizational 
psychology, as researchers re-examined boredomʼs implications for well-being, engagement, 
and organizational performance. While prior studies had already noted its links to attentional 
decline, counterproductive behaviors, and mental health risks, recent scholarship reframes 
boredom as a complex, ambivalent state: both a risk factor and a functional signal that can 
stimulate creativity, exploration, and organizational change.
　This article reviews international research on workplace boredom, including its conceptual 
foundations, underlying mechanisms, and management approaches. Rather than focusing on a 
single perspective, the review highlights how prior studies have examined boredom from 
environmental, job-level, and individual viewpoints, each offering partial but valuable insights. 
Taken together, this body of research suggests that boredom is not merely a negative state 
to be suppressed, but a complex phenomenon with the potential to inform both organizational 
practice and theory.
　Despite this renewed global interest, research on employee boredom in Japan remains 
strikingly limited. This absence is itself revealing. Japanese workplaces, shaped by 
membership-based employment and ambiguous job boundaries, may have fostered a “dual 
invisibility structure” surrounding boredom: employees are discouraged from expressing it 
for fear of being seen as unmotivated, while organizations rarely treat it as a legitimate 
managerial issue. Consequently, boredom has been both experienced and silenced, hidden 
beneath dominant concerns with overwork and long hours. Yet survey evidence suggests 
that Japanese employees, like their counterparts elsewhere, frequently experience boredom 
at work, with comparable negative outcomes.
　The Japanese context therefore represents more than a missing data point: it provides 
unique cultural and institutional conditions through which to interrogate and expand existing 
theories of workplace boredom. By examining how boredom is experienced, suppressed, or 
reframed within Japanese organizations, future studies can illuminate the interplay between 
individual emotion, organizational design, and cultural norms. Such research would not only 
enrich understanding of Japanese management practices but also contribute to the 
international discourse by incorporating cultural and institutional factors into models of 
boredom. Ultimately, the study of workplace boredom in Japan offers a promising pathway to 
rethinking the meaning of work and the role of emotions in contemporary organizations.




